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飼料用米利活用シンポジウム開催内容及び議事次第 
 

Ⅰ シンポジウム プログラム 

11：00 開場 

    展示と試食 

         展示 11：00～途中休憩まで 

     試食 12：00～12：45 （白いスポンジケーキ、牛乳） 

13：00 あいさつ 

13：05 基調講演１ 

「飼料米の生産利用をめぐる情勢と原発事故への対応について」 

農林水産省 生産局畜産部畜産振興課 課長補佐 小宮 英稔 氏 

     基調講演２ 

     「放射性物資汚染後に食品安全のため取り組んだこと」 

日本生活協同組合連合会 執行役員品質保証本部長 内堀 伸健 氏 

 14：35 休憩 

14：45 事例発表 

座長 東京農業大学 准教授            信岡 誠治 氏 

事例 1 飼料用米生産事例 

「多収穫栽培と品種混入問題を解決し耕畜連携を進める取組み」 

岩手県 八幡平農業改良普及センター 農産環境チーム 

門間  剛 氏 

事例 2 飼料用米利用事例 

「豚のエサからソーセージまで ～自給へのこだわり～」 

菖蒲谷牧場（岐阜県）  代表           山川忠一郎 氏 

 

事例３ 飼料用米利用畜産物の普及事例 

「飼料用米利用畜産物の普及拡大への取組み」 

      生活協同組合コープさっぽろ 専務理事      山口 敏文 氏 

16：15 総合討論 

16：30 閉会 

 

Ⅱ 展示と試飲・試食 

全国各地の飼料用米の取組み事例・研究成果のパネル展示 

飼料用米を給与して生産された畜産物の試飲試食 
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飼料用米利活用シンポジウム開催要領 
 

１ 開催趣旨 

飼料用米は、輸入飼料に代替できる新たな国産飼料であり、併せて、水田を有

効活用することにより循環型の畜産を推進してゆくものと期待されています。 

一方、過般の東京電力原子力発電所の事故により、放射性物質の汚染に対する

関心が高まっており、水田等が汚染したことから飼料用米の利活用を進める上で、

関係者への正しい情報提供も重要となっております。 

このため、例年とおり各地域での飼料用米の生産･利用･消費に先進的に取り組

んでおられる方々の経験や知見による関係者の交流とともに、本年度は、飼料用

米の利活用を進める上で、放射性物質汚染に対す飼料用米の安全性確保について

も関係者に広く情報を共有していただくための飼料用米利活用のシンポジウムを

開催いたします。 

 

２ シンポジウム 

（１）日時  

  平成２４年３月１４日(水)  11：00～16：30  

（２）場所   

新宿区立牛込箪笥区民ホール 

東京都新宿区牛込箪笥町 15 

（地下鉄 大江戸線牛込神楽坂駅より徒歩 0 分、 

東西線神楽坂駅より徒歩 10 分） 

（３）開催内容 

「飼料用米利活用シンポジウム開催内容及び議事次第」のとおり 

（４）参集範囲 

生産者、畜産農家、消費者、生産者団体、消費者団体、畜産関係団体、 

都道府県、市町村、試験研究機関、地方農政局、マスコミ関係者 等 

   （定員 400 名） 

（５）主催等 

主催  全国飼料増産協議会 

社団法人日本草地畜産種子協会 

協力  超多収穫米普及連絡会 

後援  農林水産省 

 

- 2 -



 

 

 

 

 

 

 

 【講演１】 

「飼料米の生産利用をめぐる情勢と原発事故への対応について」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

農林水産省 生産局畜産部畜産振興課 課長補佐 

 小宮 英稔 氏 
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飼料用米をめぐる情勢飼料用米をめぐる情勢

平 成 2 ４ 年 ３ 月平 成 2 ４ 年 ３ 月

生産局畜産部草地整備推進室

食料・農業・農村基本計画における飼料用稲の生産方針

○平成 年 月 新たな食料 農業 農村基本計画を閣議決定 飼料自給率目標は○平成２２年３月に新たな食料・農業・農村基本計画を閣議決定。飼料自給率目標は３８％。
○優良品種の開発・導入、二毛作の推進により飼料生産量の拡大を図る方針。
○新たに飼料用米の生産目標を掲げ 水田飼料生産を推進

克服すべき課題

○新たに飼料用米の生産目標を掲げ、水田飼料生産を推進。

○飼料の生産目標数量および自給率 克服すべき課題

・ 二毛作等の推進及びこれを可能とする
品種・作付体系技術の開発・普及

○飼料の生産目標数量および自給率
（単位：飼料作物 ＴＤＮトン、その他 ％）

Ｈ２０ Ｈ２２ Ｈ３２

飼料作物

品種 作付体系技術の開発 普及

・ 飼料生産組織の育成、粗飼料の広域流
通体制の構築

Ｈ２０
年度

Ｈ２２
年度

Ｈ３２
年度

飼料自給率 ２６ ２５ ３８ 通体制の構築

・ 優良品種の開発、普及や飼料生産基盤
の確保による生産性の向上

飼料自給率 ２６ ２５ ３８

うち粗飼料 ７９ ７８ １００
の確保による生産性の向上

・ 実需者ニーズに対応した安定供給体制
の構築、多収米品種・栽培技術の普及

うち濃厚飼料 １１ １１ １９

飼料作物 ４３６万 ４１９万 ５２７万 の構築、多収米品種 栽培技術の普及
による単収向上とこれに伴う肥料費等の
生産コスト増大の抑制

飼料作物

○飼料用米の生産目標数量
（単位：面積 ｈａ 数量 トン）

飼料用米 ・ 飼料用米の産地と畜産農家、配合飼料
メーカー等とのマッチングや効率的な流
通体制 確立

Ｈ２０年度 Ｈ２３年度 Ｈ３２年度

（単位：面積 ｈａ、数量 トン）

通体制の確立

・ 乾燥調製・貯蔵施設の整備等の供給体
制 確

面 積 ０．２万 ３．４万 ８．８万

数 量 万 万 万 制の確立

１１１１

数 量 ０．９万 １８万 ７０万

資料：食料・農業・農村基本計画（平成２２年３月閣議決定）による。
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○ 飼料用とうもろこしの輸入量は1 200万t程度 1 200万tの飼料用米の生産のためには単収を600k /10 とし

輸入とうもろこしを国産飼料用米で代替することについて

○ 飼料用とうもろこしの輸入量は1,200万t程度。1,200万tの飼料用米の生産のためには単収を600kg/10aとし
て200万haの水田が必要。（我が国の水田の総面積は240万ha程度）

○ 食料 農業 農村基本計画では 我が国の水田を 大限に活用しつつ 食料自給率向上への寄与度が大き○ 食料・農業・農村基本計画では、我が国の水田を 大限に活用しつつ、食料自給率向上への寄与度が大き
い麦・大豆等の生産拡大等も加味して米粉用米50万t、飼料用米70万tの生産を目標（H32年度）としているとこ
ろ。

（平成20年、単位：万ha）
耕地面積 463万ha

水田 237万ha
（けい畔等を除く）

畑 196万ha
（作付面積、耕地利用率93％）

小
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160
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裏作小麦 約 11

○ 優良品種 導 や 青刈り ウ シ等

国産飼料の生産動向

○ 近年は農家の高齢化による労働力不足等 によ
り、作付面積は平成19年まで減少傾向で推移。

○ 優良品種の導入や、青刈りトウモロコシ等の
高収量作物の作付拡大、北海道における草
地更新推進による単収の増加を支援

○ 平成19年からの配合飼料価格の高騰を踏まえ、
水田有効活用等飼料増産の取組を推進した結

○ 作付面積の内訳（平成23年）

地更新推進による単収の増加を支援。

その他
11 059(ha)

800,000 
900,000 

1,000,000 
水田有効活用等飼料増産の取組を推進した結
果、平成20年度は１０年ぶりに飼料作物作付面
積が拡大し、23年度も農業者戸別所得補償制

11,059

933,000

(ha)

933,000

飼料用米

稲WCS
23,086

400 000
500,000 
600,000 
700,000 

積が拡大し、23年度も農業者戸別所得補償制
度の本格実施に伴い飼料用米の作付けが増加
したこともあり、２万ha程度面積が拡大。

北海道
600,800

牧草
755 100

ソルゴー
17,600

飼料用米
33,955

100,000 
200,000 
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○ 全国の飼料作物作付面積及び収穫量の推移
都府県
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北海道・都府県別 草種別5000110

収穫量

作付面積 ○ 単位面積あたり生産量の内訳（平成22年）

,

資料：農林水産統計および戸別所得補償制度の加入状況
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○ 飼料用米の作付面積は 年々拡大を続け 平成23年度は平成22年度の約２ ３倍に拡大

飼料用米の利活用の推進

○ 飼料用米の作付面積は、年々拡大を続け、平成23年度は平成22年度の約２．３倍に拡大。

○ 飼料用米の利活用を推進するためには、 ①畜産経営にメリットのある価格で提供されること（低コスト生産・流通体制の確

立）、 ②飼料用米に対する消費者の理解増進、 ③耕畜連携による安定的な生産・利用体制の構築 などが必要。

○ 飼料用米の生産に８万円／１０aの助成を行う水田活用の所得補償交付金及び主食用米と分別管理に必要な飼料用米の

乾燥・貯蔵施設の整備を支援する戦略作物生産拡大関連施設緊急整備事業により、飼料用米の生産・利用の拡大を推進。

【メリット】 【課題】【２４年度概算決定】 水田活用の所得補償交付金

飼料用米、WCS用稲の生産に対して 80,000円／10a を助成

○ 飼料用米の作付面積（ｈａ）

（稲作農家）

・ 水田の有効利用。

通常の稲作栽培体系と同じで

・ 輸入とうもろこしとの価格差の
縮小。

飼 ,

※ さらに飼料用米のわらの飼料利用に 13,000円／10a の助成

・ 通常の稲作栽培体系と同じで

取り組みやすい。

・ 農機具などの新規投資不要。

・ 生産者と製造事業者、畜産農
家等が連携した安定した供給計
画の策定。

Ｈ１７ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

４５ ２９２ １，６１１ ４，１２９ １４，８８３ ３３，９５５

・ 連作障害がない。

（畜産農家）

・ 低コスト生産や多収品種の種
子の安定供給。

・ 保管・流通体制の確立

資料：Ｈ２１までは畜産振興課調べ。Ｈ２２からは新規需要米の取組計画認定状
況による。

○ 飼料用米の単収（kg/10a）
（畜産農家）

・ 輸入とうもろこしより安ければ、

配合飼料の原料として利用が可

能。

・ 保管・流通体制の確立。

・ 配合飼料の原料として本格的
に取り扱うには、既存施設の見
直し等配合飼料工場の条件整

Ｈ１７ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

― ― ５６９ ５６４ ５４６ ５３９

資料 新規需要米等の用途別認定状況調査

○ 飼料用米の推進に係る 近の取組について

能。

・ 長期保存が可能。

・ 配合飼料の場合、特別な設備

や手間が不要

直し等配合飼料工場の条件整
備。

米粉・エサ米法の成立（２１年４月）

資料：新規需要米等の用途別認定状況調査

や手間が不要。米粉 エサ米法の成立（２１年４月）

■趣 旨：米穀の新用途（米粉用・飼料用等）への利用を促進
し、

我が国の貴重な食料生産基盤である水田を 大限に我が国の貴重な食料生産基盤である水田を 大限に
活用して食料の安定供給を確保

■支援措置：農業改良資金の貸付対象者に製造事業者を追加、
貸付期間の延長（１０年以内→１２年以内） ３３３３

水田飼料作物の生産支援

○食料自給率５０％の目標に向け 水田を有効活用する必要○食料自給率５０％の目標に向け、水田を有効活用する必要。
○麦、大豆、新規需要米、飼料作物等を戦略作物と位置付け、水田作付を推進。
○戸別所得補償制度において、戦略作物に主食用米並の所得を確保し得る水準の助成を実施。○戸別所得補償制度において、戦略作物に主食用米並の所得を確保し得る水準の助成を実施。

○水田飼料作物作付面積の推移

（戦略作物助成）

○水田活用の所得補償交付金（２，２８４億円）

H20 H21 H22 H23

単位：ha

（戦略作物助成）

・飼料作物 ３５，０００円 /１０ａ

ＷＣＳ 9,233 10,306 15,939 23,086

飼料米 1,611 4,129 14,883 33,955
・飼料用米、稲発酵粗飼料用稲 ８０，０００円/１０ａ

（耕畜連携助成）

水田
飼料作物

― ― 95,670 101,679

（耕畜連携助成）

①飼料用米のわら利用

資料：H21までのＷＣＳ、飼料米は畜産振興課調べ、H22は新規需要米の
取組計画認定状況による。

①飼料用米のわら利用
②水田放牧 １３，０００円/１０ａ
③資源循環（堆肥散布）③資源循環（堆肥散布）

（二毛作助成）

・主食用米と戦略作物、又は戦略作物同士の二
毛作に対して助成 １５ ０００円/１０毛作に対して助成。 １５，０００円/１０ａ
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【稲WCS】

飼料用稲に係る農薬使用について

【稲WCS】

○ 稲ＷＣＳについては、①植物体全体を飼料に利用すること、②収穫期が食用と異なることから、飼料生産流
通拡大調査研究事業等により、稲に登録のある農薬について農薬残留を調査。

○ 調査結果に基づき、使用可能な農薬について稲発酵粗飼料生産・給与技術マニュアルに掲載し、当該マニュ
アルに基づく農薬使用を指導。

【飼料用米】【飼料用米】

○ 飼料用米については、籾米のまま鶏等に給与することが効果的であり、コスト低減にも資すが、籾米におけ
る農薬の残留についての知見がないのが現状。る農薬 残留 知見 な 現状。

○ 当面は農薬使用又は籾米の飼料利用について指導により制限し、食の安全を確保。

○ 21年度以降、飼料用米農薬安全確保事業により、籾米中の作物残留試験及び畜産物へ残留試験を実施。
デ

飼料用籾米に係る指導

事業により得られたデータにより、出穂期以降も使用可能な農薬を確保（２５成分）。

稲ＷＣＳに利用可能な農薬
（稲発酵粗飼料生産・給与技術マニュアル掲載）

飼料用籾米に係る指導

○ 籾米の農薬残留の知見がないため

〈指導：H21.4.20〉

【稲WCS】 計 126剤

〈平成23年12月現在〉
○ 籾米の農薬残留の知見がないため、

① 出穂期以降に農薬の散布を行う場合には家畜へは籾摺
りをして給与

② 籾米 給与する場合は 出穂期 降 農薬散布は控え○殺虫剤 （26剤）
○殺菌剤 （43剤）
○殺虫殺菌剤 （10剤）

② 籾米で給与する場合は、出穂期以降の農薬散布は控え
る

により畜産物の安全を確保。○殺虫殺菌剤 （10剤）
○農薬肥料 （ 2剤）
○植物生長調整剤 （ 3剤）

により畜産物の安全を確保。

○ 生産性の向上 地域における円滑な生産のため

〈見直し：H23.11.17〉

○除草剤（直播） （20剤）
○ 〃 （移植） （22剤）

○ 生産性の向上、地域における円滑な生産のため、
事業により農薬残留を調査し、出穂期以降も使用可能
な農薬を一部確保。今後とも随時見直しを実施。 ７７７７

多収品種の開発状況

海道 九 適合 多収 種を育成 近 飼料 向く玄 多収 種○北海道から九州まで地域に適合した多収品種を育成。 近の飼料米に向く玄米多収品種とし
ては、稲発酵粗飼料（ＷＣＳ）用として開発された「べこあおば」や「モミロマン」等の数品種が玄
米収量性でも優れるほか、北陸地方で大規模な実証試験が行われている「北陸193号」があ米収量性でも優れるほか、北陸地方で大規模な実証試験が行われている「北陸193号」があ
る。また、ＷＣＳ用としては、「たちすがた」「リーフスター」等がある。

飼料用稲品種の栽培適地の分布 品種名 育成年 育成地 栽培適地 粗玄米収量
（kg/10a）

きたあおば 2008年 北海道農業研究セン 寒地 ８２5
きたあおば

きたあおば

みなゆたか

2008年

2009年

北海道農業研究セン
ター

青森県農林総合研
究センター

寒地

寒冷地

８２5

758

きたあおば

寒地
みなゆたか べこごのみ 2006年 東北農業研究セン

ター
寒冷地 ６８６

べこあおば 2005年 東北農業研究セン
ター

寒冷地 ７３２べこごのみ
北陸１９３号

みなゆたか

北陸１９３号 2007年 中央農業総合研究
センター

温暖地 ７８０

タカナリ 1990年 作物研究所 温暖地 ７５８寒地ホシアオバ

北陸１９３号 寒冷地

ホシアオバ 2002年 近畿中国四国農業
研究センター

温暖地 ６９４

（精玄米）

夢あおば 2004年 中央農業総合研究 温暖地 ７２２

べこあおば
タチアオバ 温暖地

センター

リーフスター 2005年 作物研究所 温暖地 ４２０

モミロマン 2008年 作物研究所 温暖地 ８２３

夢あおば

温暖地

たちすがた 2008年 作物研究所 温暖地 599

（精玄米）

タチアオバ 2006年 九州沖縄農業研究
セ タ

暖地 ６６０たちすがた

暖地 リーフスター

センター

※注 リーフスター、たちすがた、タチアオバは、稲発酵粗飼料（WCS）用品種

モミロマンタカナリ
６６６６
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稲発酵粗飼料の研究動向について
山形大学農学部

１ 品種開発 ３ 収穫調製・流通技術

吉田氏 作成

○ 飼料用イネ品種は２６品種以上
○ 茎葉型品種が拡大（写真）→乳牛適性の向上
○ 高糖含量品種の早生系統開発

○ 迅速発酵型の乳酸菌開発
○ 低温適性の高い新規乳酸菌の開発
○ 収穫機および調製機器の開発○ 高糖含量品種の早生系統開発

○ 飼料用米との分化が進む
○ 収穫機および調製機器の開発
○ 簡易なベール荷役具の開発（写真）

○ 発酵TMRの低温期発酵促進研究
○ 発酵TMR用の迅速飼料評価技術

２ 低コスト栽培技術

○ 鉄コ ティング 疎植栽培技術の拡大

○ 発酵TMR用の迅速飼料評価技術
○ ロールベール質量測定の迅速化
○ 生産履歴管理システムの研究
○ 広域流通基準（別掲）○ 鉄コーティング，疎植栽培技術の拡大

○ 茎葉種利用による漏生稲対策（寒冷地）
○ 麦との二毛作栽培（寒冷地）
○ 飼料イネの直播２回刈り（温暖地）

○ 広域流通基準（別掲）

○ 飼料イネの直播２回刈り（温暖地） ４ 給与技術

○ イネWCS・飼料用米による高自給率メニュー開発○ イネWCS・飼料用米による高自給率メニュー開発
○ 高糖含量茎葉型品種を活用した乳牛給与法
○ 乳牛・肉牛のミネラルバランス研究

５ 畜産物品質高糖含量茎葉品種の開発 畜産物品質

○ 自給飼料を給与した畜産物付加価値研究
多様な簡易荷役具の開発

高糖含量茎葉品種の開発
（左・クサノホシ 右・たちすずか）

低コスト・多収生産した稲発酵粗飼料による畜産物の高付加価値化めざした研究

飼料用米の都道府県別作付面積について
（単位：ha）

都道府県名 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ 都道府県名 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

北海道 ３ ３８９ ８４９ 滋賀県 ２５ ９８ ４７２

青森県 １３０ ８３４ ３ ５１１ 京都府 １１ ３９ ８７青森県 １３０ ８３４ ３，５１１ 京都府 １１ ３９ ８７

岩手県 ２６５ ８０４ １，８１１ 大阪府 ０ ０ ０

宮城県 ４０７ １，４５９ １，７６３ 兵庫県 ５ ２７ １１２

秋田県 １２７ ７４１ １，８４８ 奈良県 ０．３ ７ １０， 良

山形県 ６１４ １，０９２ ２，３４７ 和歌山県 ２ ３ ４

福島県 ３５０ ７５９ １，６０１ 近畿 ４３ １７４ ６８６

東北 １，８９３ ５，６８９ １２,８８１ 鳥取県 １０ １８６ ４１９

茨城県 １２２ ５５５ １，６３５ 島根県 ８４ ３７０ ７３４

栃木県 ４１２ １，２８５ ２，６６２ 岡山県 ３３ ２３９ ７９８

群馬県 １２ １３９ ６４４ 広島県 ４ １４ ５４

埼玉県 ４５ ２８５ ８１１ 山口県 ８ ６１ ３０７埼玉県 ４５ ２８５ ８１１ 山口県 ８ ６１ ３０７

千葉県 １２６ ４９０ １，０２０ 徳島県 ７ １８２ ３９２

東京都 ０ ０ ０ 香川県 ３ ２２ ９２

神奈川県 ０ ４ ８ 愛媛県 ２ １２ ６０神奈川県 ０ ４ ８ 愛媛県 ２ １２ ６０

山梨県 １ ０ ４ 高知県 ２６ ３３７ ５２９

長野県 ２４ ８９ １９４ 中四国 １７７ １，４２３ ３，３８６

静岡県 ８０ ２９８ ４６０ 福岡県 ９５ ３８６ ７８２

関東 ８２２ ３，１４５ ７，４３８ 佐賀県 ３２ １３２ ３３２

新潟県 １４ ８５９ １，８８３ 長崎県 １７ １１１ １５９

富山県 ３７ ６５ ５４１ 熊本県 ２４６ ６５４ １，１１８

石川県 ３ １１２ ５２１ 大分県 ２１２ ５８０ ９４１

福井県 ５６ １０１ １３５ 宮崎県 １３５ １６７ ２４１

北陸 １１０ １，１３７ ３，０８０ 鹿児島県 １６ １２４ ２１８

岐阜県 ２３９ ４８６ ６９８ 九州 ７５３ ２ １５４ ３ ７９１岐阜県 ２３９ ４８６ ６９８ 九州 ７５３ ２，１５４ ３，７９１

愛知県 ６３ ２０５ ７３３ 沖縄県 ０ ０ ０

三重県 ２６ ８２ ４１４ 全国計 ４，１２９ １４，８８３ ３３，９５５

東海 ３２８ ７７３ １ ８４５ 資料 Ｈ２１は畜産振興課調べ東海 ３２８ ７７３ １，８４５ 資料：Ｈ２１は畜産振興課調べ。
Ｈ２２及びＨ２３は新規需要米の取組計画認定状況による。

９９９９
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３月11日 原発事故発生（３ｋｍ圏内の避難指示等）

稲わら・牛肉のセシウム汚染事案の経緯

３月11日 原発事故発生（３ｋｍ圏内の避難指示等）

３月12日 水素爆発（２０ｋｍ圏内の避難指示等）３月12日 水素爆発（２０ｋｍ圏内の避難指示等）

３月19日 福島県内の農場から採取した原乳から暫定規制値を超える放射性物質検出

３月19日 農林水産省から東北・関東の各県に「事故後に刈り取った乾牧草の給与や放牧等の

制限」を指導

３月22日 福島県は農水省通知を受け 「開放された保管場所では乾草や稲わら等をシ トで覆うなどし３月22日 福島県は農水省通知を受け、「開放された保管場所では乾草や稲わら等をシートで覆うなどし

29日 て保管」を指導

４月14日 農水省から東北・関東の各県に対し、「粗飼料の放射性物質の暫定許容値」を通知

４月22日 農水省から東北・関東の各県に対し、「暫定許容値を上回る地域の粗飼料の保管等」を指導

６月８日 農水省から東北・関東の各県に対し、「保管牧草について、放射性物質の濃度に応じた

処分方法等」を指導

７月８日 東京都の検査の結果、福島県産(南相馬市）の牛肉から暫定規制値を超える放射性

セシウムを検出セシウムを検出。

１０１０１０１０

稲わらに含まれる放射性セシウムの濃度

・原発事故後に収集された昨年産稲わらは、大量に降下した放射性セシウムが付着

・本年産の稲は、降下物の影響は受けないが、土壌中の放射性セシウムを吸収

原発事故（３月１１日）直後 本年度産の稲

吸吸
収

・大量に降下してきたセシウムが、水田に置かれてい ・セシウムの降下は、ほとんどなくなった大量に降下してきたセシウムが、水田に置かれて
た稲わらにそのまま付着・堆積

・凍結／融解を繰り返し、内部がスポンジ状になった
稲わらが 表層土壌に降り積も たセシウムも土壌と

・耕起や代かきで土壌が混和され、農地土壌中のセ
シウム濃度は大幅に低下※

・稲中のセシウムは 土壌からの吸収のみ稲わらが、表層土壌に降り積もったセシウムも土壌と
一緒に吸着した可能性

稲中のセシウムは、土壌からの吸収のみ

※表層土壌0.5cmに、95%以上の放射性セシウムが存在したとい表 壌
う知見（津村ら、1983）を用いると、田の耕土層（15cm）の濃度は、
表層0.5cmの4％程度になると推定（1÷（15/0.5x0.95)≒0.04）

１１１１１１１１
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牧草 稲発酵粗飼料 23年産稲わら

飼料及び畜産物に含まれる放射能性物質の検査結果

飼料用とうもろこし

473500

牧草

（総検体数1,013点）

183200

稲発酵粗飼料

（総検体数185点）

600

23年産稲わら

（総検体数515点）

250

飼料用とうもろこし

（総検体数193点）

473

264300
350
400
450
500

調

183

120
140
160
180
200

調

510

400

500

600

調

191

150

200

250

調

176

100
100
150
200
250
300

査
点
数

2
40
60
80

100
120

査
点
数

4 1
100

200

300査
点
数

2
50

100

150
査
点
数

0
50

～100 ～200 ～300 300～

放射性セシウム(Bq/kg)

2 0 0
0

20

～100 ～200 ～300 300～

放射性セシウム(Bq/kg)

4 1 0
0

100

～100 ～200 ～300 300～

放射性セシウム(Bq/kg)

2 0 0
0

～100 ～200 ～300 300～

放射性セシウム(Bq/kg)

（注）平成23年12月13日までに各都県が公表したデータに基づき作成。

放射性セシウム(Bq/kg) 放射性セシウム(Bq/kg) 放射性セシウム(Bq/kg)

牛肉（総検体数67 123点）原乳（4月～）原乳（３月）

放射性セシウム(Bq/kg)

66,068

60 000

70,000

牛肉（総検体数67,123点）

13561400

1600

原乳（4月 ）

（総検体数1,356点）
164

160

180

原乳（３月）

（総検体数173点）

40,000

50,000

60,000

調
査
点
数800

1000

1200

1400

調
査
点100

120

140

調
査
点

10 000

20,000

30,000
数

200

400

600

800
数

40

60

80
点
数

518 216 106 59 156
0

10,000

～100 ～200 ～300 ～400 ～500 500～

放射性セシウム(Bq/kg)

0 0 0 0
0

200

～50 ～100 ～150 ～200 200～

放射性セシウム(Bq/kg)

8
0 0 1

0

20

～50 ～100 ～150 ～200 200～
放射性セシウム(Bq/kg)

（注） ・ 平成24年1月31日までに厚生労働省が公表したデータに基づき作成（原乳は平成24年2月1日まで）。
・ 放射性セシウムの暫定規制値は、原乳が200 Bq/kg、その他が500 Bq/kg

放射性 シウ ( q g)放射性セシウム(Bq/kg)放 q g

１２１２１２１２

見直しの考え方

食品の新たな基準値の考え方

見直しの考え方
○ 現在の暫定規制値に適合している食品は、健康への影響はないと一般的に評価され、安全は

確保されているが より一層 食品の安全と安心を確保する観点から 年間線量を現在の暫定確保されているが、より 層、食品の安全と安心を確保する観点から、年間線量を現在の暫定
規制値で許容している５ミリシーベルトから年間１ミリシーベルトに見直し、これに基づく基準値に
引き下げる。げる。

○ 特別な配慮が必要と考えられる「飲料水」、「乳児用食品」、「牛乳」はそれぞれ区分を設け、そ
れ以外の食品を「一般食品」の区分とし、全体で４区分とする。

基準値の見直しの内容

（新基準値は平成２４年４月施行予定。一部品目については経過措置を適用。）

食品群 規制値 食品群 基準値

○ 放射性セシウムの暫定規制値※１ ○ 放射性セシウムの新基準値※２

食品群 規制値

飲料水 ２００

食品群 基準値

飲料水 １０

牛乳
牛乳・乳製品 ２００

野菜類

牛乳 ５０

野菜類

５００穀類
一般食品 １００

肉・卵・魚・その他
乳児用食品 ５０

※１ 放射性ストロンチウムを含めて規制値を設定※１ 放射性スト ンチウムを含めて規制値を設定
※２ 放射性ストロンチウム、プルトニウム等を含めて基準値を設定

（厚生労働省、内閣府食品安全委員会：食品中の放射性物質対策に関する説明会 配布資料より抜粋）
１３１３１３１３
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飼料中の放射性セシウムの暫定許容値の変更点

旧暫定許容値
（Bq/kg）

新暫定許容値
（Bq/kg）（Bq/kg） （Bq/kg）

牛牛
（乳牛・肉牛 繁殖 300※ 100（乳牛 肉牛、繁殖

牛など）

300 100

馬 300
豚

家禽

現在実施中の飼養試験等の
結果をとりまとめ、年度内に改

家禽
養殖魚 100

訂

養殖魚

※ 例外として、以下の場合には、3,000 Bq/kgq g
①自給飼料として生産したもの
②単一もしくは近隣の複数の市町村内で耕畜連携の取組等により、

生産したものを育成牛 繁殖牛など当分の間出荷する とを予定し生産したものを育成牛・繁殖牛など当分の間出荷することを予定し
ていない牛に与える場合

１４１４１４１４

除染対策の推進

「飼料の暫定許容値見直しを踏まえた今後の
対応について」

牧草中の放射性セシウム濃度
（H23年の 終値）

対応について」
（平成24年2月3日関係局長通知）

○ 平成23年産牧草のモニタリング調査の結果、
今後収穫される牧草が新暫定許容値を上回る
と予想される牧草地は、勾配や土性等農地の
状態を考慮しつつ、表土の削り取り、反転耕、
耕起等の除染対策を進める耕起等の除染対策を進める。

○ 土壌中の放射性セシウム濃度が5 000○ 土壌中の放射性セシウム濃度が5,000
Bq/kgを上回る牧草地については、表土の削
り取り、反転耕等を実施することが望ましい。

○ 除染対策の実施が技術的に困難な場合は、
当分 間 牧草地とし 利用しな ととする当分の間、牧草地として利用しないこととする。

１５１５
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牧草地や飼料畑の具体的な除染方法

１６１６

草地更新（耕起）の効果

・ 牧草地を耕起した後、スーダングラスを栽培したところ、放射性セシウム濃度は大きく低減

・ 耕起により、リターやルートマットに留まっていた放射性セシウムの土壌への吸着が促進され、

スーダングラス中の濃度が大き く低下したと推測

（Bq/kg、水分8割換算）

耕起
(7/14)(7/14)

ロータリーハローによる耕起

データ：（独）農研機構畜産草地研究所作成

１７１７１７１７
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牧草地や飼料畑の施肥等の効果

pH

放
射

性
q/

kg
)

草
中

の
放

s濃
度

(B
q

○土壌の酸性度（ｐH）

pHが低い（＝酸性）と牧草への移行割合
が増加する傾向

pH (KCl)

性 )
牧

草
C

s

が増加する傾向

→ タンカル等でｐHを矯正（≒6.5）

カリ
p ( )

の
放

射
性

度
(B

q/
kg

)

○土壌中のカリ含量

牧
草

中
の

C
s濃

度

カリ含量が低いと、移行割合が増加する
傾向

IAEA 2001 TECDOC 1240 

カリ（mgK2O/kg乾土）
→ カリ含量が不足しないように施用

ベラルーシの例

（独）農研機構畜産草地研究所作成の資料より抜粋

施肥を適切に行い、牧草の生育に適した土壌にすることにより、牧
草 の移行が抑制されるとともに 牧草の発育が促されることによ草への移行が抑制されるとともに、牧草の発育が促されることによっ
て、相対的に濃度が低下するため、放射性セシウムの濃度が減少
すると推測

１８１８１８１８
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【講演２】 

     「放射性物資汚染後に食品安全のため取り組んだこと」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日本生活協同組合連合会 執行役員品質保証本部長 

 内堀 伸健 氏 
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2012年3月14 日 飼料用米利活用シンポジュウム2012年3月14 日 飼料用米利活用シンポジュウム

放射性物質汚染後に食品安全のために放射性物質汚染後に食品安全のために
取り組んだこと取り組んだこと

執行役員・品質保証本部長 内堀伸健

日本生活協同組合連合会

今日の話の内容

 東日本大震災の復興支援の取り組み

 食品放射能問題に関する基本スタンス食品放射能問題 関する基本 タン

 国に対する要請 国に対する要請

 食品中の放射性物質検査 食品中の放射性物質検査

 組合員への情報提供とお問合せ対応

 今後の課題
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生活協同組合の組織概況

日本生活協同組合連合会

事業を行う都道府県単位の 全国区域の 事業を行う

連合会

都道府県単位の

連合会
全国区域の

連合会
347

共済生協

13347

医療生協 購買生協
共済生協

住宅生協
4731158

地域生協 職域生協 学校生協 大学生協

152 62 41 218

★総事業高：3兆3220億円 ★食品小売りシェア：5.2％

★店舗数：約1,000 ★組合員数：2,631万人

日本生協連の安全・品質に関する機能

①コープ商品の開発・改善・供給を担当する部署

配送原料 製品 コ プ

各地の生協

商品利用配送

産地 工場

原料 製品

保管

コープ
商品

商品利用
活動参加

★コープ商品の開発・改善
★コープ商品の情報、供給・流通管理など

店舗 宅配

安全･品質管理システム

★ISO9001＆FSMS ★自主基準★ISO9001＆FSMS ★自主基準

★生協版GAP ★トレーサビリティ

②安全・品質を担当する部署 ③社会的発信・運動を担当する部署

★自主基準の策定と運用
★商品苦情や事故への対応
★ 場監査 商品検査の実施

★食品中の化学物質のリスク評価
★行政審議会への参加
★調査活動（CODEX委員会等 の参加）★工場監査、商品検査の実施

★QMSの運用と改善
★組合員の声に基づく商品改善

★調査活動（CODEX委員会等への参加）
★情報の発信・公開(出版・ＨＰ等）
★食育活動の展開★組合員の声に基 く商品改善 ★食育活動の展開
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コープ商品の品質保証体系構築の基本的な考え方

１．製造・流通・販売・消費の全般を見通した安全・品質に関するリスク管理の実現

２．ISO9001に基づく品質保証のベースの上に食品安全管理システムの導入

３．会員生協・製造委託先・外部機関などとの相互連携の強化員 製 委 部機関 携 強

４．商品に関する様々な苦情やクライシスに迅速に対応できる体制・ルールの整備

５．上記を踏まえ、「ブランド責任者」として製造者と同等な役割・責任を果たす記を踏ま 、 ラ 責任者」 製造者 同等な役割 責任を果 す

組合員製造・流通・販売の工程 品
質
保

消費
原料
加工

物流 販売
製品
加工

苦情
保
証生産地

問合せ対応

品質管理 危機管理

日本生協連： ブランド責任者としての品質保証体制

品質管理 危機管理

安全管理

コープ商品の設計・製造・供給における安全・品質の確認

企画 設計
原料選定会員要望・市場調査

企画・設計

コンセプトづくり 原料検査

製造委託先選定
化粧品安全性評価

試作組合員使用テスト
試作品検査

初回生産立ち会

商品仕様書確定

発売

初回生産立ち会い

初回生産品検査

商品表示確定

初回生産品検査

製造・供給 苦情・事故対応と分析
年次仕様書点検

製造 供給

品質協議 重要改善工場点検

組合員の声分析 定期検査
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コープ商品で実現・追及する価値

【基本的価値】＝ すべてのコープ商品に実現されていなければならない価値

安全性
確保

品質の
確かさ

低価格
実現の確保 確かさ の実現

【付 加 価 値】＝ 商品の特性を考えながら、できる限り追求する価値

おいしさ 健 康
づ

楽しさ・
の追求 づくり 便利さ

環境へ
慮

食と食料
慮の配慮 への配慮

東日本大震災に関する生協の取り組み

被災地の生協の対策本部 被災地の

行政協定

連
携

行政

東日本大震災の発生
日本生協連対策本部の設置

現地対策本部 の人員派遣

被災地以外

の生協連携現地対策本部への人員派遣 の生協連携

＜被災者の支援＞ ＜被災生協 支援＞ ＜地域復興 支援＞＜被災者の支援＞

・被災者向けの救援物資の調達

＜被災生協の支援＞

・組合員のお見舞い訪問支援

＜地域復興の支援＞

・被災地の製造委託先の支援被災者向けの救援物資の調達
と輸送
地方行政や取引先との協定
人とトラックと物資のセットで

・共済加入組合員への訪問支援
・事業再開の準備、事業インフラ

の提供

製
お見舞金、キャンペーン実施、
製造再開の工場点検を 優
先で対応人とトラックと物資のセットで

・ボランティア活動への参加、
ボランティア活動の支援・調整

・全国の生協組合員からの募金

の提供
・全国の生協からの募金

先で対応
・子ども保養プロジェクト、学校

図書館げんきプロジェクトへの
協力全国の生協組合員からの募金 協力
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東日本大震災に関する生協の取り組み

支援キャンペーン対象：約790品目
支援ロゴマーク表示：約210品目

食品放射能問題に関する基本認識と対応

①国レベルの緊急事態である①国レベルの緊急事態である

独自の判断はせず、国の法律・施策・方針に沿って対応することが基本

→国に対して適切な対応を要請する

②原発事故は終わっていない 放射性物質の環境中の動向も②原発事故は終わっていない、放射性物質の環境中の動向も
よく分からない

放射性物質による汚染状況を、なるべく正確に体系的に把握することが 優先

→素早い対策、一日も早い復興につなげる

③組合員からの不安の声が多い③組合員からの不安の声が多い

正確な情報を分かりやすく伝える
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「放射性物質問題に対する取り組みについて」（2012年12月14日付）

①国民が納得できる基準の設定と、わかりやすい情報提供を国に求めていきます。① 民

・暫定規制値の見直しにあたり、基準設定の考え方や根拠をわかりやすく情報提供するよう国に
対して求めていきます対して求めていきます。

・基準の設定に当たっては、消費者の立場から意見を出していきます。
・事業者として自主検査充実に努め、国の新基準対応を早期に実施します。充実 、 期 実

②全国の生協 メーカー・産地と協力し 検査体制と情報のネットワーク化をはかります②全国の生協、メーカー・産地と協力し、検査体制と情報のネットワーク化をはかります。

・検査体制をより一層強化するために、 新の検査機器の導入もすすめます。
・メーカー・産地、業界団体などの検査情報と連携し、より総合的な検査ネットワークを確立します。
・物流段階での商品検査、実際の食生活における摂取量検査など、幅広い取り組みをすすめます。
・検査情報を体系的にとりまとめ 適宜情報提供していきます・検査情報を体系的にとりまとめ、適宜情報提供していきます。

③組合員･消費者が知りたい情報を、より的確にわかりやすく提供してまいります。

ＣＯ ＯＰ商品とその原料の生産地 加工地に 関する情報提供を充実させます・ＣＯ・ＯＰ商品とその原料の生産地、加工地に 関する情報提供を充実させます。
・自主検査及びメーカー・産地で行う検査内容について、わかりやすくお伝えします。
・消費者・組合員の皆さまの疑問・質問に丁寧に応えます。消費者 組合員 皆さま 疑問 質問 丁寧 応えます。

国への要請の取り組み（2011年4月27日）

1.食品の検査・モニタリング調査を強化すること

2.検査・モニタリング調査に基づく適切な出荷制限等の措置を

とること

3 消費者・国民に対する正確でわかりやすい情報提供の強化3.消費者 国民に対する正確でわかりやすい情報提供の強化

を行うこと

さらに、生産者との十分なコミュニケーションのもとで出荷制
限等の措置がとられ、結果として市場に流通する食品は安心
して食べられる、という状態が維持されるよう要望。して食 られる、という状態が維持されるよう要望。
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国への要請の取り組み（2011年6月15日）

1.原発事故により発生した諸問題に対し、国民の命と健康の

保護を優先する姿勢を明確に示すこと。

2.国民の被ばく量を減らすための総合的な方針を策定し、

一貫性のある施策を行い、その内容を国民に分かりやすく

示すこと示すこと。

3.大きな精神的苦痛を感じている国民の不安を理解した上で、

丁寧なコミュニケーションを行うこと。

国への要請の取り組み（2011年8月26日）

1.100 mSv未満の線量についても、その健康リスクの程度に1.100 mSv未満の線量についても、その健康リスクの程度に

ついて、リスク管理機関に示す必要があります。

2.100 mSvが閾値ではないことなど、今回の評価の結論につ

いて分かりやすく国民に説明することが必要です。

3.外部被ばく、内部被ばくを合わせて検討したことは評価で

きますが 貴委員会の役割に照らせば それに対して食品きますが、貴委員会の役割に照らせば、それに対して食品

（飲料水を含む）がどの程度寄与しうるのかの検討もすべ（飲料水を含む） 程度寄与 うる 検討もす

きです。

4.結論を生涯における累積の実効線量で示していますが、

根拠とした文献では、生涯累積の実効線量では示されて

おらず 結論を導くにはギャップがあると考えますおらず、結論を導くにはギャップがあると考えます。
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国への要請の取り組み（2011年9月2日）

1.政府として、環境や食品からの被ばくを全体的にとらえた上

目標を定め 施策を実行 くださで、目標を定め、施策を実行してください。

2.上記を実行するために、今回の事故への対応について、放

射性物質の影響を低減するための省庁横断の総合的な施射性物質の影響を低減するための省庁横断の総合的な施

策の実施を要請します。

3 施策の検討や実施に当たっては プロセスの透明性を確保3. 施策の検討や実施に当たっては、プロセスの透明性を確保
し、ステークホルダーの参加を実現してください。

国への要請(2012年1月24日）

「食品中の放射性物質に係る基準値の設定（案）」について意見書を提出しました。

Ⅰ．全体を通して

1.新しい基準値案は理解できると考えますが、設定の根拠などについて丁寧な

説明が必要です。

2.食品から受ける被ばく線量の現状について十分な情報提供が必要です。2.食品から受ける被ばく線量の現状について十分な情報提供が必要です。

3.リスク管理措置の決定にあたっては、様々な関係者の意見を聞き総合的に判断

すべきと考えます。すべきと考えます。

4.検査体制の強化が必要です。

5 作付制限については早急にかつ慎重に検討を行うことが必要です5.作付制限については早急にかつ慎重に検討を行うことが必要です。

Ⅱ．個別の考え方について

1 定義や考え方について詳しく示してください1.定義や考え方について詳しく示してください。

(1) 飲用茶の定義 (2) 「乳児用食品」の範囲 (3) 製造、加工食品の基準値適用

の考え方の考え方

2. 経過措置の設定について

経 措 象 な 食 律 経 措 終 期 を 定す・ 経過措置の対象となる食品については、一律に経過措置の終了期限を設定す

べきです。

・ 「米、牛肉、大豆を原材料とした食品」の範囲を示してください
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食品中の放射性物質検査の取り組み

１．検査の目的
①行政 タ グ検査を補強する と①行政のモニタリング検査を補強すること

②コープ商品（特に原材料）での管理状況を確認すること② 商品（特 原材料）での管理状況を確認する と

③組合員の不安に対して応えていくこと

２．検査の対象
①プライベートブランド商品（コープ商品）①プライベートブランド商品（コープ商品）

・行政のモニタリング対象となっている地域（17都県）の原料を使用して
いる商品いる商品

・17都県にある工場で製造している商品
・組合員からお問い合わせが多数寄せられる 関心の高い商品組合員からお問い合わせが多数寄せられる、関心の高い商品

（お茶やミネラル水、米製品、乳製品など）

②会員生協からの検査依頼品②会員生協からの検査依頼品
・各生協で扱っている産直品
宅配チラシの主力商品（メ カ ブランド商品を含む）・宅配チラシの主力商品（メーカーブランド商品を含む）

③一般流通品

④実際の食事(摂取量調査）

食品中の放射性物質検査の取り組み

３．検査の実施
①測定機器 ゲ ウム半導体型測定装置①測定機器：ゲルマニウム半導体型測定装置

②検査方法：緊急時における食品の放射能測定マニュアルに準拠②検査方法 緊急時 おける食品の放射能測定 アル 準拠

③検出限界(セシウム）：50 Bq/kg → 40 Bq/kg → 規制値の1/5を目安に

４．会員生協との連携
①会員生協での検査機器の導入①会員生協での検査機器の導入

・全国9生協でGe型の検出器を導入（既存3＋新規6）
・NaIシンチレーションカウンターもいくつかの生協で導入NaIシンチレ ションカウンタ もいくつかの生協で導入

②検査方法・精度管理方法のすり合わせ
標準作業書の作成・標準作業書の作成

・研修会の実施

③検査の分担と連携
・会員生協がNaIでスクリーニング → 日本生協連がGeで精密測定
・検査数が増えてきた時にお互いに融通し合う関係に
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日本生協連商品検査センターの外観

所在地 埼玉県蕨市錦町1 17 18 のべ床面積 5階建て 6 772平方メ トル所在地：埼玉県蕨市錦町1-17-18 のべ床面積：5階建て 6,772平方メートル

食品中の放射性物質検査の取り組み（サンプル前処理）

①GMサーベイメーターで
サンプルの事前確認

②洗浄

＜検査部位と洗浄方法の確認＞

び・緊急時における食品の放射能測定マニュアル、および検査における留意事項について(厚生労働省事務連絡
平成23年4月20日) 

・食品衛生法告示第370号「食品、添加物等の規格基準」第1食品の部A食品一般の成分規格の６の（２）食品衛 法告示第 号 食品、添加物等 規格基準」第 食品 部 食品 般 成分規格 （ ）

・水産総合研究センター中央水産研究所 技術研修会資料

・放射能測定シリーズ24 緊急時におけるガンマ線スペクトロメトリーのための試料前処理法（文部科学省）

本食 標準成分表 （お茶 浸出 仕方など）・日本食品標準成分表2010（お茶の浸出の仕方など）
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食品中の放射性物質検査の取り組み(サンプル前処理）

③サンプルを細分・粉砕・均一化にして、測定容器に詰め込む

食品中の放射性物質検査の取り組み(測定）

④Ge半導体検出器で測定④Ge半導体検出器で測定
検出限界を確保するため、サンプルの種類によって測定時間を変える
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全国各地の生協の商品検査センターの連携

全国全国2929会員会員
計計200200名以上が名以上が計計200200名以上が名以上が
検査を行なって検査を行なって
いますいます。。

理化学検査設備保有理化学検査設備保有

そのうち放射能測定装置を
所有しているのは10生協

食品中の放射性物質検査の取り組み

５．検査の結果(概要、1月末までの検査実績）
①プ イベ トブ ド商品（ プ商品）①プライベートブランド商品（コープ商品）

合計 内訳 主な検体合計 内訳 主な検体

1,054件 原料 524件 米315、麦類28、茶63、桃18、りんご9、そば6、大
豆5 こんにゃく4 落花生4 水産品27 化粧品原豆5、こんにゃく4、落花生4、水産品27、化粧品原
料4、など

製品 530件 乳製品190（牛乳 ヨ グルトなど） 飲料68（ミネ製品 530件 乳製品190（牛乳、ヨーグルトなど）、飲料68（ミネ
ラル水、茶葉、茶飲料）、迎春品55、農産加工品
50（漬物 水煮） 水産加工品26（加工魚 のり50（漬物、水煮）、水産加工品26（加工魚、のり、
煮干）、畜産加工品16（ハム、ウィンナー、ステー
キ、牛丼）、大豆加工品11（豆腐、納豆）、など

※検出されたのは、茶葉、干し椎茸、押麦、米、いわし

キ、牛丼）、大 加 品 （ 腐、納 ）、な

②会員生協からの依頼品（産直品 等） ： 822件

③一般流通品（生鮮農畜水産物） ： 990件
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食品中の放射性物質検査の取り組み

６．2012年度の検査計画
①プ イベ トブ ド商品（ プ商品） 件①プライベートブランド商品（コープ商品） ：4,000件

新 検出 対象品目数、主な商品新

基準値

検

限界

対象品目数、 商品

一般食品 １００ ２０ 精米：約75品目、米･米ぬか製品：約40品目、乾燥椎般食品 精米 約 品目、米 米 製品 約 品目、乾燥椎
茸：約5品目、など

乳児用食品 ５０ １０ 約150品目 ： ジュース、乳酸菌飲料、ボーロ

（ただし、健康増進法の対象品目はなし）

牛乳・ ５０ １０ 約190品目：牛乳、ヨーグルト、アイス

乳製品

飲料水 １０ ２ 約50品目 ： ミネラル水、PET茶飲料

※「検出限界」は新基準値の1/5を目安に設定

約40品目 ： 茶葉

※ 検出限界」は新基準値の1/5を目安に設定
→ 「世の中」の動きに合わせて適宜見直しをかける

※牛乳など関心の高い商品は、なるべく低い濃度まで測定

②会員生協からの依頼品（産直品 等） ： 500件程度
③ 般流通品（生鮮農畜水産物） ①②を優先 ため計画化はしな③一般流通品（生鮮農畜水産物） ： ①②を優先のため計画化はしない

食品中の放射性物質検査の取り組み

７．食事からの摂取量調査

①サンプル
実際の食事を 生協組合員 職員から提供いただく・実際の食事を、生協組合員･職員から提供いただく

・東北、関東、甲信越の生協を中心に、愛知や福岡の生協も参加
250サンプル（2日6食分を１サンプルとして）を順次測定中・250サンプル（2日6食分を１サンプルとして）を順次測定中

・標準食(?)として、医療福祉生協の病院で提供している食事も測定

②検査方法
・測定は、Ge半導体測定装置で
・検査対象は、セシウム、カリウム （ヨウ素は検出されない）
・検出限界は、1Bq/kg （終業時に仕掛けて､翌朝まで測定）

③調査結果
・現在検査中のため、集計はこれから現在検査中のため、集計はこれから

※2012年度も継続して実施する※2012年度も継続して実施する
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組合員の不安感に応えていく取り組み

１．組合員・会員生協の学習会への対応１．組合員 会員生協の学習会 の対応
・コープふくしまからの要請を受けて学習会の講師対応

（商品検査センタ 品質保証部の職員が対応）（商品検査センター、品質保証部の職員が対応）
・学習会で出された素朴な疑問に対応

ジ 掲載 も 映→ ホームページに掲載しているQ&Aにも反映

２ 組合員からのお問い合わせへの対応２．組合員からのお問い合わせへの対応
・原料産地、原料産年度、工場所在地、検査実施の有無、検

査結果などに関するお問い合わせ
・事故後より1ヶ月あたり2000件を超える問い合わせが継続事故後より1ヶ月あたり2000件を超える問い合わせが継続

（なかなか減らない）

３．メーカーでの取り組み状況の把握とお知らせ
・原料や使用水での放射性物質検査の実施状況 原料仕入原料や使用水での放射性物質検査の実施状況、原料仕入

れルートや新物への切り替え時期、などを集約し、必要に
応じて会員生協や組合員にもお知らせしている応じて会員生協や組合員にもお知らせしている

コープ商品に関するお問合せ受付件数と内訳の推移

90 000
商品無関係

80,000

90,000
その他商品関連

化粧品関連

60,000

70,000
化粧品関連

カロリー・栄養成分

保存方法

40 000

50,000
保存方法

表示

30,000

40,000
原料成分の安全性

アレルギー

10,000

20,000
意見・要望・指摘

賞味期限・使用期限

0

度 度 度 度 度 度

使用方法

仕様設計・特性

０
６

年

０
７

年

０
８

年

０
９

年

１
０

年

１
１

年

仕様設計・特性

購入希望

※2011年度は1月20日までの集計
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コープ商品に関するお問合せ受付件数

組合員サービスセンターへの問合せ件数の推移
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正確な情報を分かりやすく伝える取り組み

http://jccu.coop/food-safety/index.html
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正確な情報を分かりやすく伝える取り組み

正確な情報を分かりやすく伝える取り組み

プ ご「コープ商品通信」 → 別添資料をご参照ください

組合員リーダー向けに、コープ商品に関する様々な取り組みを伝える組合員リ 、 商品 関す 様 り組 を伝
パンフレットを発行（年2回、春と秋）
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今後の課題

•復興支援活動の継続

•取引先･製造委託先との合理的な分担による
「検査ネットワーク」の構築

•組合員に対する情報提供の強化
特に検査データに関する情報開示の内容検討

ご清聴を感謝 たしますご清聴を感謝いたします

ありがとうございましたありがとうございました
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【事例発表】 

座長 東京農業大学 准教授 

            信岡 誠治 氏 

 
 
 
 
 

【事例 1】 飼料用米生産事例 

「多収穫栽培と品種混入問題を解決し耕畜連携を進める取組み」 

 
 
 
 
 

 岩手県 八幡平農業改良普及センター 農産環境チーム 

門間  剛 氏  
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飼料用米生産事例飼料用米生産事例

～多収穫栽培と品種混入問題を解決～多収穫栽培と品種混入問題を解決
し耕畜連携を進める取組み～し耕畜連携を進める取組み～

農岩手県 八幡平農業改良普及センター

八幡平市農業振興支援センター 1

八幡平市の概要八幡平市の概要

八幡平市は岩手県の北部

八幡平市

八幡平市は岩手県の北部、
岩手山・十和田八幡平国立
公園 安比高原リゾ トなど八幡平市 公園・安比高原リゾートなど
の美しい景観と、豊かな土に
恵まれた、農業と観光のまち
です。です。

日本一の｢安代りんどう」を
はじめ 「西根ほうれんそうはじめ、「西根ほうれんそう」
など園芸が盛んで、畜産資
源を活用した循環型農業を
目指しています。目指しています。

2
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１ 飼料用米生産の背景１．飼料用米生産の背景

・遊休農地の拡大（生産側）

八幡平市の転作田約2,000haのうち、620ha(31%)
が自己保全や調整水田となり、耕作放棄地の拡大
が懸念されていた また 水田を有効利用できる飼が懸念されていた。また、水田を有効利用できる飼
料用米生産に関心が高まっていた料用米生産に関心が高まっていた。

・配合飼料価格の高騰（実需側）

飼料原料トウモロコシの価格が高騰していた。
3

２ 取り組みのきっかけ２．取り組みのきっかけ

平成１９年 認定農業者協議会が山形県遊佐町平成１９年、認定農業者協議会が山形県遊佐町
に循環型農業の研修視察を行ったに循環型農業の研修視察を行った。

視察したメンバーの養豚農家から飼料用米利用視察したメンバ の養豚農家から飼料用米利用
の打診があった。打診 あ 。

稲作部会 認定農業者協議会 養豚農家 関係稲作部会、認定農業者協議会、養豚農家、関係
機関で検討し、平成２０年から八幡平飼料用米利
用協議会を設けて３８haの飼料用米生産に取り
組む ととな た組むこととなった。 4
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３ 取り組みの体制３．取り組みの体制

平成２０年 八幡平飼料用米利用協議会設立に・平成２０年、八幡平飼料用米利用協議会設立に
併せて、八幡平市エサ米研究会も設立併せて、八幡平市エサ米研究会も設立

・飼料用米導入定着化緊急対策事業など各種事・飼料用米導入定着化緊急対策事業など各種事
業の事業主体業の事業主体

・協議会の役割・協議会の役割

①飼料用米取引価格の決定①飼料用米取引価格の決定

②②需給調整

③保管・流通の調整
5

４ 取り組みの経過・概要４．取り組みの経過 概要
（１）飼料専用品種の作付け飼

・収量を確保するため 専用品種とした。収量を確保するため、専用品種とした。

品種別作付面積（ha）の推移

品種名 H21 H22 H23 熟期(育成元)

品種別作付面積（ha）の推移

熟期(育成元)
べこごのみ 21.8 5.9 4.4 極早生(東北農研)

つぶみのり 2.8 25.4 65.3 中生の早(岩手農研)

ぴ 生 岩 農 主食どんぴしゃり 22.7 16.3 13.8 中生の中(岩手農研)(主食用)

つぶゆたか 10 1 36 0 93 1 晩生の中(岩手農研)つぶゆたか 10.1 36.0 93.1 晩生の中(岩手農研)

合計 57.4 83.6 176.6合計 57.4 83.6 176.6

「どんぴしゃり」は 専用品種の種子が確保できなかった分 および直「どんぴしゃり」は、専用品種の種子が確保できなかった分、および直
播栽培で利用している。

6
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（２）ほ場での作付け確認（２）ほ場での作付け確認

① 圃場単位 圃場を特定し 栽培を行う①１圃場単位で、圃場を特定して栽培を行う。

②転作確認

１回目 6月下旬作付確認

２回目 カントリー受け入れ回目 カントリ 受け入れ

前に確認前に確認

収穫前の確認の様子

7

（３）乾燥調製はカントリーエレベーターで実施（３）乾燥調製はカントリ レ タ で実施

・主食用米調製終了後に期日を指定して受け入食用米調製終了後 期 を指定 受け入
れている（コンタミ防止のため）

・23年は 主食用受け入れ終了後の・23年は、主食用受け入れ終了後の

10月20日～10月30日まで受け入れた10月20日～10月30日まで受け入れた。

＊戸別の乾燥・調製では＊戸別の乾燥・調製では、
掃除不十分によるコンタミ
のおそれもあるのおそれもある

8
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（４）収穫量（４）収穫量

H２０ H２１ H２２ H２３

平均単収(kg/10a) ４８６ ５２２ ５７２ ５３０

生産者数(人) ５０ ９０ １２０ ２２４

平成２３年では 生産者の１０％は７００kg/10a以上 ３０％平成２３年では、生産者の１０％は７００kg/10a以上、３０％
は６００kg/10a台の単収を得ている。一方、６％は４００
kg/10a以下。

新規に作付する人は、必ず作付前の
修栽培研修会に参加することとしてい

る。適切な管理により多収を目指する。適切な管理 より多収を目指す
ことを呼びかけている。

9

（５）保管の状況（ ）保管の状況

①カントリーエレベーターに籾のまま保管し、①カントリ エレベ タ に籾のまま保管し、
出荷時に籾摺り。

②古い乾燥調製施設を改修し、専用の保管施②古い乾燥調製施設を改修し、専用の保管施
設（空調付）として利用。

10
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（６）飼料用米出荷の流れ

出庫報告・確認

農政事務所

　　　出庫指図票　伝票② 

出庫現地確認　

農政事務所

養豚農家

JA新いわて
八幡平営農経済

センタ 養豚農家センター

荷受確認

出庫指示
飼料米配合飼料

飼料米供給計画・依頼

出庫指図票 出庫指示
　　　バラ出荷

出庫計画
　　　　　出庫依頼

出庫指図票
伝票①・②

　　　出庫指図票　伝票④ 
運送会社

トラック配車

フレコン容器返却

運送依頼

飼料
Ｊ Ａ

西根カントリー
飼料用米フレコン出庫・運搬

出庫指図票 伝票③・④

工場
西根カントリ

出庫に係る連絡の流れ
出庫指図票　伝票の流れ
農政事務所確認事務の流れ農政事務所確認事務の流れ
飼料米出庫の流れ
フレコン容器返却の流れ

11

５．飼料用米を利用した豚肉の生産・５．飼料用米を利用した豚肉の生産
販売販売

養豚農家では、八幡平市で生産された飼料用米全量
を利用。10～20％添加した飼料を給与している。

「八幡平稲穂豚」の銘柄で仙台市場に出荷「八幡平稲穂豚」の銘柄で仙台市場に出荷

県外の食肉加工販売業者に出荷
12

県外の食肉加工販売業者に出荷
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岩手県の飼料用米利用の取り組み岩手県の飼料用米利用の取り組み

「玄米育ち 岩手「八幡平稲穂豚」

八幡平市

「玄米育ち 岩手
めんこい黒牛」

「八幡平稲穂豚」
飼料用米10~20％添加

岩手町

めん い黒牛」
飼料用米10％添加

盛岡市

「稲穂のみのりたまご」
紫波町

「稲穂のみのりたまご」
飼料用米10％添加

岩手県の取り組み面積岩手県の取り組み面積

飼料用米 １ ８００h
「岩手しわ もちもち牛」

飼料用米 １，８００ha

用稲

もち米、もち米WCSを給与

WCS用稲 ７００ha

合計 ２，５００ha 13

６ 生産段階での課題とその対策６．生産段階での課題とその対策
（１）地域に適した飼料用品種の選定（１）地域に適した飼料用品種の選定

各品種の特徴

品種名 優点 欠点 現状

べこごのみ 極早生で多収、
耐倒伏性「強」

耐冷性
やや弱

徐々に減少し
ている耐倒伏性「強」 やや弱 ている。

つぶみのり 中生で多収、耐 他品種よ 標高の高い地
倒伏性「中」、耐
冷性「強」

り倒れや
すい

帯で推奨して
いる冷性「強」 すい いる。

つぶゆたか 晩生で多収、耐 熟期が 標高の低い地つぶゆたか 晩生で多収、耐
倒伏性「強」、耐
冷性「強

熟期が
遅い

標高の低い地
帯で推奨して

る冷性「強」 いる。 14
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（２）低コスト、省力的な栽培法

①耕畜連携による施肥コストの削減

実証事例１ ： 牛ふん堆肥 + 硫安 による施肥体系（H21)
自家牛ふん堆肥体系 施用量（/10a） 費用自家牛ふん堆肥体系 施用量（/10a） 費用

現物 窒素 リン酸 カリ （円/10a）

堆肥 牛糞堆肥 ２，０００ １．２ ５．６ １０．３ －

元肥 硫安 ４０ ８ ４ － － ２ ４００元肥 硫安 ４０ ８．４ ２，４００

追肥 NKC17 １０ １．７ － １．７ ９００

合計 － １１．３ ５．６ １２．０ ３，３００

施肥基準(主食用：わ － ８ ５～７ ５施肥基準(主食用：わ
ら鋤きこみの場合)

－ ８ ５～７ ５

牛糞堆肥は、リン酸とカリの供給源として利用する

H21坪刈単収 ６６０～７２０kg/10a 品種：べこごのみ

慣行 化成肥料 べ 削減慣行の化成肥料６，０００円/10aに比べ、４５％削減 15

実証例２ 豚プン堆肥を基肥とした施肥体系（H23）実証例２ 豚プン堆肥を基肥とした施肥体系（H23）

豚プン堆肥の施肥体系 施用量（/10a） 費用豚プン堆肥の施肥体系 施用量（/10a） 費用

現物 窒素 リン酸 カリ （円/10a）

堆肥

（基肥）

豚プン堆肥 ６００ ８．９ ４．６ １９．４ －

（基肥）

追肥 NKC17 １０ １．７ － １．７ ９００

合計 － １０．６ ４．６ ２１．１ ９００

施肥基準 わら鋤き施肥基準(わら鋤きこみ) － ８ ５～７ ５

20a圃場ではブロードキャスターへの積み込み・散布5回で約３０分
ほどの作業時間であ たほどの作業時間であった。

実際の堆肥施用は 設計より少ない約４００kg/10aとなった実際の堆肥施用は、設計より少ない約４００kg/10aとなった。

慣行の化成肥料６，０００円/10a比べ、８５％削減。慣行の化成肥料６，０００円/10a比 、８５％削減。
16
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実証圃場の様子（品種：つぶゆたか）実証圃場の様子（品種：つぶゆたか）

左 豚プン 右：牛糞堆７月１１日左：豚プン
堆肥

右：牛糞堆
肥+硫安

７月１１日

堆肥

茎数 茎数茎数

４２４本/㎡ ５５６本/㎡４２４本/㎡

穂数 穂数穂数

３１３本/㎡

穂数

３６７本/㎡３１３本/㎡

収量

３６７本/㎡

収量収量

６３９kg/10a

収量

７１２kg/10a６３９kg/10a ７１２kg/10a
成熟期

17

岩手県での堆肥利用促進について岩手県での堆肥利用促進について

・「岩手県内堆肥利用マップ」を作成し、耕種農家での堆肥利用を岩手県内堆肥利用 ップ」を作成し、耕種農家での堆肥利用を
推進。

・広域振興局ごとにも「堆肥マップ」を作成、配付し地域内での耕
畜連携を推進。畜連携を推進。

18
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②省力化技術の実証（直播栽培）

・牧草や畑作物から飼料米への転換で水稲作付面積
が増加 既存 育苗施設 は必要な苗 確保が難が増加し、既存の育苗施設では必要な苗の確保が難し
くなった。くなった。

直播に取り組む

H20～21 農業研究センタ の現地試験

直播に取り組む

H20～21 農業研究センターの現地試験

ｶ ﾟ ｸﾞｶﾙﾊﾟｰｺｰﾃｨﾝｸﾞ

直播作業 6月15日 8月20日

平成 年 収量 （品種 べ ご ）

直播作業 6月15日 8月20日

平成２１年の収量 ４５０kg/10a （品種：べこごのみ） 19

平成22年 直播機(ｶﾙﾊﾟｰ)を1台導入。

「作溝同時播種装置」や

平成22年 直播機(ｶﾙﾊ )を1台導入。

「専用肥料」の導入などで、
収量は500kg/10aまで向収量は500kg/10aまで向
上した。

平成 年 鉄 ｸﾞ直播栽培に取り組み 全刈平成23年 鉄ｺｰﾃｨﾝｸﾞ直播栽培に取り組み、全刈で
525～612kg/10aの収量が得られた。525 612kg/10aの収量が得られた。
今後、栽培上の課題を整理していく。

5月13日 6月16日 8月22日
20
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③省力化技術の実証（流入施肥）

動噴と肥料を背負って 暑い時動噴と肥料を背負って、暑い時
期に追肥するのは大変だなあ。

・硫安を用いた簡易な流入施肥による追肥方法（東北農
研センター開発）の実証 現地指導会を実施（H22）研センター開発）の実証、現地指導会を実施（H22）

一部倒伏したが、坪刈で７３５kg/10aの収量が得られた。 21

７．課題、今後の方向７．課題、今後の方向
①収量の向上

収量向上の動機づけは、麦や大豆のように面積支払い
と収量支払いの組み合わせによる交付が望ましいと収量支払いの組み合わせによる交付が望ましい。

②コスト低減

面的集約による大規模な低コスト生産や 多収のため面的集約による大規模な低コスト生産や、多収のため
の生産技術向上・普及が必要である。産技術向 普及 必要 ある。

③保管場所の確保③保管場所の確保

現在の保管容量は限界に近いため、今後の作付増加現在の保管容量は限界に近いため、今後の作付増加
には新たな保管場所の確保が必要となる。

１つ１つ課題を解決して、飼料用米生産利用を推進していきます
22
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【事例 2】 飼料用米利用事例 

 「豚のエサからソーセージまで ～自給へのこだわり～」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

菖蒲谷牧場（岐阜県） 代表 

            山川忠一郎 氏 

- 53 -



揖斐川町の概略

○町のキャッチフレーズ

「自然と歴史 育「自然と歴史が育む
ふれあいと活力のある
健康文化都市健康文化都市」

○町の人口○町の人口

２３ ９６７人２３，９６７人

（８ ０３８世帯）（８，０３８世帯）

2012年2月1日現在2012年2月1日現在
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菖蒲谷牧場の紹介菖蒲谷牧場の紹介菖蒲谷牧場の紹介菖蒲谷牧場の紹介

労働力 本人 父 母 パート３名労働力 本人、父、母、パ ト３名

養豚部門 繁殖用豚 約７０頭
肥育豚 年間出荷頭数 約１２００頭肥育豚 年間出荷頭数 約１２００頭

加工・直売 豚肉の直接販売
ハム ソ セ ジ加工 加工体験ハム・ソーセージ加工、加工体験
２～３頭／週を直売・加工で販売頭 週を直売 販売

耕種部門 Ｈ１８年～ 飼料用稲を栽培耕種部門 Ｈ１８年 飼料用稲を栽培
H23年 作付面積 １２ｈａ

経営 特徴経営 特徴経営の特徴経営の特徴

生産から加工・販売まで自給自営生産から加 販売まで自給自営
（６ 次 産 業 の 実 践）

飼料米生産（１次）→ 養豚（１次）→飼料米生産（１次）  養豚（１次）

加工品製造（２次）→ 販売（３次）販

・餌にヨモギやビタミンＥを添加・餌にヨモギやビタミンＥを添加
「飛騨・美濃けんとん」として出荷

・飼料にこだわり、飼料米を餌として給与

・出荷豚の１～２割を本人引きし、加工・販売
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飼料米の作付け飼料米の作付け（自家作付け分）（自家作付け分）飼料米の作付け飼料米の作付け（自家作付け分）（自家作付け分）

籾米を破砕して給餌 玄米を破砕 給餌試験的に給餌
豚の発育良好

籾米を破砕して給餌
配合割合３～５割

玄米を破砕して給餌
配合割合 ６割

Ｈ２１ Ｈ２３

手ごたえあり

Ｈ１８

Ｈ２１
作付 ５ｈａ

Ｈ２３
作付 １２ｈａ

0.3ha 品種クサホナミ
作
品種モミロマン

倉コ
（
籾
貯

倉
庫
を

コ
ン
バ

Ｈ
２ 貯

蔵
用

を
改
装

バ
イ
ン

２
０ まだまだ

貯蔵スペース
トラクター、乾燥機 用

）

装
増
築

ン

導
就
農

が足りない

築導
入

農

耕種農家との契約面積の推移耕種農家との契約面積の推移耕種農家との契約面積の推移耕種農家との契約面積の推移

Ｈ２０ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２4Ｈ２１

水
田

戸
別飼料用米 5万円/10 新規需要米 8万円/10田

有
効
活

別
所
得
補

飼料用米 5万円/10a 新規需要米 8万円/10a

契

活
用
交

補
償
制
度

契 契
約

契
約

契
約

契
約
面

付
金

度
契
約
面

約
面
積

約
面
積

約
面
積

面
積

1

面
積

23

積

44

積

約

積

81
ｈ
ａ

23
ｈ
ａ

44
ｈ
ａ

約
50
ｈ

8
ｈ
ａ

ａ ｈ
ａ
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飼料米を通して地域との関わり飼料米を通して地域との関わり飼料米を通して地域との関わり飼料米を通して地域との関わり

ｈａ

60

40

50 契約

面積
「養豚農家」ではわからなかった事の発見

30

40 面積

栽培

20

30 栽培

面積
地域とのつながりが増えた

10

20 面積

0

10

0
H18 H19 H20 H21 H22 H23

飼料用稲の栽培飼料用稲の栽培飼料用稲の栽培飼料用稲の栽培

専用品種（モミロマン）の作付け

メリ トメリット
・病害に強く 減農薬栽培が可能・病害に強く、減農薬栽培が可能
・多収性、脱粒性難多収性、脱粒性難
・粉砕しやすい

デメリットデメリット
・籾摺りがしにくい
・こぼれた籾が次年度以降に出芽
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ハツシモに混ざって出穂した飼料稲ハツシモに混ざって出穂した飼料稲ツシ 混ざ 出穂した飼料稲ツシ 混ざ 出穂した飼料稲

期間借地などの場合、食用品種を作付け期間借 場 、食用品種を

（食用米とは、収穫時期を遅らせて区別）（食用米とは、収穫時期を遅らせて区別）

専用品種「モミロマン」については専用品種「モミロマン」については

選択性の除草剤で対応選択性の除草剤で対応

（除草剤成分（ベンゾビシクロン メソトリオン テフリルトリオン）（除草剤成分（ベンゾビシクロン、メソトリオン、テフリルトリオン）
が一部専用品種に感受性がある）
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糞尿を固液分離し、ばっき処理して液肥として利用
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飼料米給与が肉質に与える影響飼料米給与が肉質に与える影響飼料米給与が肉質に与える影響飼料米給与が肉質に与える影響

○豚の発育が促進され○豚の発育が促進され、

脂部分がきれいな脂部分がきれいな

「白色」になる「白色」になる。

○脂肪の融点が低くなる○脂肪の融点が低くなる。
（オレイン酸などの不飽和脂肪酸の
割合が多くなる）割合 多 な ）

※県畜産研究所養豚研究部試験研究結果より
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加 販売に加 販売に加工・販売について加工・販売について

◇ハム、ソーセージ、焼豚などを製造

◇ＪＡ直売所 地元朝市 各種イベントでの◇ＪＡ直売所、地元朝市、各種イベントでの
販売、移動販売車での注文販売販売、移動販売車での注文販売
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ＰＲ活動などの取組ＰＲ活動などの取組ＰＲ活動などの取組ＰＲ活動などの取組

・ソーセージ作り教室

「飼料～豚飼育～加工」

『目に見える生産』をＰＲ

食農教育体験・食農教育体験

大和小学校児童を対象に 飼料米刈取 エサ加工大和小学校児童を対象に、飼料米刈取、エサ加工、
ソーセージ作り、試食までを体験。ソ セ ジ作り、試食までを体験。

→ 子ども達に地産地消の良さを体験を通して良

理解してもらうために続けていきたい
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課題と将来展望課題と将来展望課題と将来展望課題と将来展望

◇ 身の丈に合った経営◇ 身の丈に合った経営

◇ 飼料米・養豚・加工・販売のバランス◇ 飼料米・養豚・加工・販売のバランス

◇ 地産地消 消費者と顔の見える関係◇ 地産地消 消費者と顔の見える関係

◇ 地域密着型の養豚経営◇ 地域密着型の養豚経営
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ご静聴ありがとうございました！ご静聴ありがとうございました！ご静聴ありがとうございました！ご静聴ありがとうございました！
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【事例３】 飼料用米利用畜産物の普及事例  

「飼料用米利用畜産物の普及拡大への取組み」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     生活協同組合コープさっぽろ 専務理事 

       山口 敏文 氏 
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飼料用米利用畜産物飼料用米利用畜産物
普及拡大の取組み普及拡大の取組み

２０１２年３月１４日

専務 山口 敏文

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.1

専務 山口 敏文

本日の内容

１ 9月27日～28日 Ｔｖｈ放映ニュース 約６分
２ コープさっぽろの事業概況

Ｐ４～Ｐ６Ｐ４ Ｐ６

３ 飼料用米利用畜産物の取組の意義
Ｐ７Ｐ７

４ 飼料用米利用畜産物拡大に向けた取組
Ｐ８～Ｐ１３

５ ２３年度産 飼料用米の取組５ ３年度産 飼料用米の取組
Ｐ１４～Ｐ１８

６ 飼料用米利用畜産物の販売状況６ 飼料用米利用畜産物の販売状況
Ｐ１９～Ｐ２３

７ 今後の課題７ 今後の課題
Ｐ２４～Ｐ２７

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.2

- 69 -



１ 「新規需要米の現状 ＴＶ放映

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.3

２ コープさっぽろの事業概況

（１）事業内容（２０１１年３月２０日現在）

◆組合員数 １３６万世帯
◆店舗 １，７７２億円（店舗数 １１０店）
◆宅配 ６６８億円（登録数 ２８世帯）
◆共済 １４億円（契約数 ４１万件）

事業高計
２ ４４０億２，４４０億

西宮の沢店 宅配ＢＤＦ車西宮の沢店
２０１０年１０月１日
日本初の木造建築店舗
としてオ プン

２０１０年９月９日
３００台パレードでギネス
世界新記録認定

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.4

としてオープン 世界新記録認定
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２ コープさっぽろの事業概況

生産 場生産工場（２）生産拠点

江別生鮮 はまなす ドリ ム
石狩工場

江別生鮮
センター

はまなす
食品

ドリーム
ファクトリー

江別物流エコ
センター

江別物流
センター

２００９年７月１１日
２００８年１０月１日
開設、静脈物流を
活用し ダンボール

２００９年７月１１日
コープさっぽろ直営化

活用し、ダンボール
新聞ちらし、トレー、
廃油、アルミ缶を
回収し資源化

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.5

２ コープさっぽろの事業概況

（３）関連事業（３）関連事業
太陽光発電取り扱い

事業本事業本部
藤野聖山園に合祀塔建設

社会給食
フリエ
事業

エネ
コープ

旅行
事業

生活文化
教室

保険
事業

移動
販売車

事業
連携

社会給食事業
としての

フードデザート
対策としてのとしての

『コープ配食
サービス』

対策としての
『移動販売車』

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.6

サ ビス』
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３ 飼料用米利用畜産物の取組の意義

http://brand.coop-sapporo.or.jp/brand/

「継続」 「進化」できる取り組み 黄金そだち継続」 進化」できる取り組み

高付加価値畜産物の生産・販売

黄金そだち

畜産物ブランド化

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.7

４ 飼料用米利用畜産物拡大の取組

（１）新規需要米協議会の設置

飼料用米利用畜産物拡大の取組

（１）新規需要米協議会の設置
～2011年7月27日（木）第１回協議会開催
６６団体 １００名近くの参加６６団体、１００名近くの参加

目的は、生産から販売までのネットワーク作り

米出荷団体 ２３団体飼料メーカー ８社 米出荷団体 ２３団体飼料メ カ ８社

畜産生産者 １５団体農機具メーカー３社

食品メーカー ７社 行政・研究 ８団体
コープさっぽろ内で
部門横断による
飼料米対策ＰＪ

９月２６日スタート

主催団体 ２団体 合計 ６６団体

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.8
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４ 飼料用米利用畜産物拡大の取組

（２）飼料米を給与した畜産物の優位性確認 『レモンイエロー卵』

オレイン酸が増加し リノール酸が減少オレイン酸が増加し、リノール酸が減少

２つの働きでコレステロール１７％減少

飼料 構成比

北海道米 68%北海道米 68%

魚粉（釧路産） 15%

生米ぬか（道産） 8.8%

貝殻（サロマ湖産） 8%

その他 0.2%

＊十勝食品加工技術センターの所見

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.9

＊十勝食品加工技術センターの所見

４ 飼料用米利用畜産物拡大の取組

（３） 飼料米を給与した畜産物の優位性確認 『牛肉』

飼料用米利用畜産物拡大の取組

（３） 飼料米を給与した畜産物の優位性確認 『牛肉』

ロ ス肉の脂肪分が従来の１３％から１７％に向上～ロース肉の脂肪分が従来の１３％から１７％に向上

測定法目 対照区（ｎ＝１０） ＷＣＳ区（ｎ＝９）

水分（％） ６５ ６ ± ０ １２ ６２ １ ± ０ ６４水分（％） ６５．６ ± ０．１２ ６２．１ ± ０．６４

粗脂肪（％） １３．０８ ± ３．１７ １７．４３ ± ３．０６

肉色

Ｌ（明度） ４４ ４２ ± ２ ８１ ４３ ９９ ± １ ８７Ｌ（明度） ４４．４２ ± ２．８１ ４３．９９ ± １．８７

ａ（赤味） ２４．６９ ± １．４７ ２５．１４ ± １．４０

ｂ（黄味） １３．０６ ± １．０８ １３．８５ ± １．１０

加熱損失率（％） ２７．８ ± １．９３ ２６．８ ± １．０６
『帯広畜産大学』『コープさっぽろ』

剪断値（ｋｇ/ｃｍ2） ２．３７ ± ０．６９ ２．２６ ± ０．３４

『帯広畜産大学』『コープさっぽろ』
『帯広ファーム』『Ａのー』の共同研究

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.10
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４ 飼料用米利用畜産物拡大の取組

（４） 飼料米を給与した畜産物の優位性確認 『豚肉』

飼料用米利用畜産物拡大の取組

（４） 飼料米を給与した畜産物の優位性確認 『豚肉』

脂肪組成比較で、『オレイン酸』が通常豚より多い
～コレステロール減少に期待

試食会風景

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.11

４ 飼料用米利用畜産物拡大の取組

（５） 生産者と消費者の交流

飼料用米利用畜産物拡大の取組

（５） 生産者と消費者の交流

『作り手』『伝い手』『使い手』の交流』 』 使 』 交

ビクトワール 横山さん

竹内養鶏所 竹内さん

東川町での飼料米の稲刈り

竹内養鶏所 竹内さん

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.12

東川町での飼料米の稲刈り

- 74 -



４ 飼料用米利用畜産物拡大の取組

（６）黄金そだち商品のブランド化と普及

飼料用米利用畜産物拡大の取組

（６）黄金そだち商品のブランド化と普及

１．組合員向け学習ＤＶＤ作成

東川での飼料米稲刈り風景他

２．組合員広報誌「ちょこっと」

４０万部での特集記事

３．マスコミ媒体での活用

４０万部での特集記事

道新一面広告（７月、１２月予定）
テレビ北海道放映 ９／２７～２８

４．飼料米対策ＰＪ稼動

テレビ北海道放映 ９／２７～２８

進捗管理、新規開発商品計画

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.1313

５ 23年度産 新規需要米の取組

（１）23年度 飼料米の取組

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.14
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５ ２３年度度産 新規需要米の取組

（２）－１ ２０１１年度産 飼料米使用畜産物の飼養管理計画

５ ２０１２年度新規需要米の取組５ 年度新規需要米の取組

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.15

５ ２３年度度産 新規需要米の取組

（２）－２ ２０１１年度産 飼料米使用畜産物の飼養管理計画

５ ２０１２年度新規需要米の取組５ 年度新規需要米の取組

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.16
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５ 201１年度産 新規需要米の取組

（３）－１ ２０１１年度産 飼料米使用畜産物の販売計画

年度産 新規需要米の取組

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.17

５ 201１年度産 新規需要米の計画

（３）－２ ２０１１年度産 飼料米使用畜産物の販売計画

年度産 新規需要米の計画

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.18
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６ 飼料用米利用畜産物の販売状況

（１） 飼料米を給与した『黄金そだち』の販売状況

別海牛乳別海牛乳

給餌 飼料米１０％

美瑛豚

給餌 飼料米１０％

宅配 7,000本/週

給餌 飼料米１０％

旭川地区10店舗で年間1,000頭,4,800万の売上
54店舗 2,500本/週

黄金そだちたまご こめいろゆめたまご

給餌 飼料米１０％ 給餌 飼料米６７％

宅配 6個1,200Ｐ/週、10個 600ｐ/週

宅 /週

店舗 400Ｐ/日

宅配 20,０００Ｐ/週

店舗 ３万Ｐ/週

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.19

６ 飼料用米利用畜産物の販売状況

（２） 飼料米を給与した『黄金そだち』の新商品の取組
宅配12月3週で特集展開

おこっぺヨーグルト 玉子焼きおこっぺヨ グルト

6,215点・117万

玉子焼き

2,964点・84万

いちごジャムパン ミルクパンち ジ

2,564点・29万

ミルクパン

4,395点・50万

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.20
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６ 飼料用米利用畜産物の販売状況

（３） 飼料米を給与した『黄金そだち』の新商品の取組
店舗コーナー化

びほろ店びほろ店

『ノースプレイン』コーナー化『ノースプレイン』コーナー化

おこっぺヨーグルト 2500Ｐ/週販売おこっぺヨ グルト 2,500Ｐ/週販売

パン5品を定番コーナー化

2,000Ｐ/週販売

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.21

2,000Ｐ/週販売

６ 飼料用米利用畜産物の販売状況

（４）－１ 2011年4月～2012年2月までの累計実績
全17アイテム～4億9千万の販売実績

宅配・店舗共通商品

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.22
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６ 飼料用米利用畜産物の販売状況

（４）－２ 2011年4月～2012年2月までの累計実績

宅配限定・店舗限定品実績

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.23

６ 飼料用米利用畜産物の販売状況

（４）－３ 2011年4月～2012年2月までの累計実績
カテゴリー別構成比～卵・牛乳で全体の８６％

350,000,000

250 000 000

300,000,000

200,000,000

250,000,000

150,000,000

100,000,000

50,000,000

0

売上 345,240,652 80,242,519 45,750,581 14,812,922 4,014,762 718,080

構成％ 70.3 16.4 9.3 3.0 0.8 0.1 

卵 牛乳・ヨーグルト 豚肉 パン 卵加工品 鶏肉

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.24
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７ 今後の課題今後の課題

（１）商品の販売エリア拡大

・黄金そだち美瑛豚
・黄金そだち鶏（新） 宅配エリア拡大・全店販売黄金そだち鶏（新）
・黄金そだち牛肉（新） 販売エリア拡大 宅配エリア拡大・全店販売

（２）新規商品開発（２）新規商品開発
ＥＸ
・ホワイトマヨネーズホワイトマヨネ ズ
・柳月の樺の木ロール
・豚肉、牛肉

主体的ＭＤの確立
豚肉、牛肉
～ハンバーグ、ウィンナー

・鶏肉～からあげ、鍋たたき
飼料米１６００ｔか
ら生まれる『宝物』鶏肉 からあげ、鍋たたき

・乳製品（アイス・チーズ等）
ら生まれる『宝物』
最大活用

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.25

７ 今後の課題

（３） 米粉を原料にした商品開発研究（３） 米粉を原料にした商品開発研究
～自社工場でのＰＪスタート

日本穀物検定協会 薮田先生を迎え日本穀物検定協会 薮田先生を迎え
学習・商品試食会開催

米粉使用で だまにならず バタ の量も米粉使用で、だまにならず、バターの量も
半分で、美味しいホワイトソースができま
す。

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.26

す。
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７ 今後の課題

（４）米粉の製粉工場新設

今後の課題

～2012年11月稼動

製パン会社・和洋生会社
への原料提供への原料提供

共同開発生産メーカー
への原料提供

自社開発商品の店舗・宅配自社開発商品の店舗 宅配
販売

イメージ写真

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.27

イメ ジ写真

最後に

３つの手が、それぞれに恩恵を受け、継続・進化できる取り組みへ
～『作り手』 『伝い手』 『使い手』

継続 進化継続

作り手

三宝一両

得伝い手 使い手得

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.28
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ご清聴ありがとうございました清聴ありがとう ざ ました

http://www.ajiken-h.jp/charisma/003/

2012copyright©coop-sapporoallrightreserved.29
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≪参考資料≫ 

生産者と飼料米生産支援を実施している生協・事業連合の連携について 

超多収穫米普及連絡会 

2009 年に開始された戸別所得補償政策での飼料イネが重点作物に組入れられ、飼料米の昨年

度作付面積は東日本大震災にもかかわらず前年の 2.3 倍に相当する 34 千 ha と公表されていま

す。その中で、増大する飼料米を有効に畜産物生産に活用させて行く上で全国の生活協同組合

や生活協同組合事業連合（以下、「生協等」）が主導される耕蓄消連携が大変重要な役割を果た

しており、関係機関からも高く評価されています。 

 

世界的な穀物不足を背景に飼料穀物相場が史上最高値を続ける中で発生した東日本大震災に

より東北と関東の配合飼料工場が被災による配合飼料生産・流通ができなくなりました。この

非常事態時に底力を発揮したのが飼料米でした。トキワ養鶏農協をはじめ茨城、山形、秋田の

飼料自家配合畜産生産者等では、地元で保管している飼料米を給与することにより家畜・家禽

を一切淘汰せずに乗り切ることができ、飼料米の真価が確認できました。 

飼料用イネは、湿田の多い地域にあっても作付けが可能で、作業機械も水稲生産機械が利用

できることに加え国の手厚い支援策から、急速に作付けが拡大しており、遊休耕地の解消、食

料自給率の向上に寄与しています。 

一方、飼料用米は、飼料原料であるトウモロコシ等の価格より割高となっており、技術的な

開発による低コスト生産とともに、消費者の理解も重要です。飼料用米生産者が安心して栽培

に取り組むためには、食の安全、食料自給率向上、環境保全、地域経済の振興を同時に推進で

きる農産物として、消費者のご支持が今後益々重要となっており、生協等の取組みにも期待が

高まっております。 

そこで、超多収穫米普及連絡会では、日本生活協同組合連合会のご協力の下に、各地の生協

等が耕畜消連携に取り組んでいる実態について調査しました（各地生協等の取組み状況は、次

表参照）。 

 飼料用米の作付面積が増加する中で生協等との連携した飼料米生産面積は 4,700ha（前年比

153％）に伸長しています。特に全国的には ha 当り収量の低下傾向が危惧されるなかで、生協

等の全国平均 ha 当り収量は増加しています。飼料用米の栽培面積が 1,611ha であった 2009

年には、生協等の支援による連携面積は 55％を超えていました。飼料用米栽培面積が急速に拡

大するなかで、生協等との連携面積も着実に増加しているものの、残念ながら、その面積占有

比率は減少しています。 

 しかしながら、低コスト生産に結びつく多収穫米品種の作付け増には繋がっていないことや、

生産拡大された飼料用米の多くが販売先を特定しないまま配合飼料原料となっていることから、

今後の国の支援施策の動向によっては、生産の定着に不安がある等の問題点があります。 

このような状況に中にあって、生協等とその関係団体は、消費者と生産者が協同できる農産

物として生産者との連携に務め、耕畜消連携により、飼料用米生産の定着化を支援しています。 
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飼料米生産支援を実施している生協・事業連合の概要 ２０１２年２月２９日現在

超多収穫米普及連絡会調べ(協力 日本生協連)
実施年度 参考

（’10年収穫分） （’11年収穫分） 飼料用稲WCS
生協 給餌量 栽培面積 多収穫米 給餌量 栽培面積 多収穫米 給餌量 栽培面積 給餌実績と11年
・事業連合会名 　　　　　ｔ 　　　　ｈａ 面積ｈａ 　　　　　ｔ 　　　ｈａ 面積ｈａ 　　　　ｔ 　　　ｈａ 度給餌量(t)
いわて生協 48.0 8.0 291.0 48.0 291.0 48.0 なし
対象畜種 採卵鶏 採卵鶏 採卵鶏

籾2% 籾10% 籾10%
みやぎ生協 580.0 100.0 40.0 600.0 105.0 40.0 未定 なし
対象畜種 採卵鶏 食鶏　 養豚 採卵鶏 食鶏　 養豚

籾３％ 籾３％ 籾５％ 籾３％ 籾３％ 籾５％
コープネット事業連合 1,148.0 191.0 (推計) 1,434.0 239.0 (推計) 未定 未定 なし
対象畜種 採卵鶏 食鶏 養豚 採卵鶏 食鶏 養豚 32

10％ ※１ 10％ 10％ 目標10％ 10％
生活クラブ事業連合 6,924.0 1,350.0 1,350.0 7,816.0 1,576.0 1,576.0 9,539.0 1,889.0 5年前から
対象畜種 採卵鶏 食鶏　 養豚／肉牛 食鶏　 養豚／肉牛採卵鶏・食鶏・養豚・肉牛 650

籾・玄米10％ 籾・玄米10％ 玄米10/籾3～5％ 籾・玄米１０％ 籾・玄米１０％ 玄米10/籾3～5％

1,520.0 182.0 182.0 3587 (推計)430 182 未定 なし
対象畜種 採卵鶏、食 鶏、 養 豚、肉 牛 採卵鶏、食 鶏、 養 豚、肉 牛

東京南部生協 1,257.0 235.0 100.0 4,098.0 744.0 150.0 5,200.0 800.0 なし
対象畜種 採卵鶏　　 養豚 採卵鶏　　 採卵鶏　　 　・養豚 採卵鶏　　 　・養豚

籾68、20％ 籾１０％ 籾68・20％ ・籾４０％ ・籾１０％
東都生協 727.7 61.0 49.3 1,429.0 216.0 69.6 1,433.1 205.0 なし
対象畜種 採卵鶏 養豚 （推計） 採卵鶏 養豚 （推計） 採卵鶏 養豚

籾５～65％ 籾10% 籾5～65％ 籾10～21%
ユーコープ事業連合 1,127.0 224.0 91.0 1,315.0 244.7 90.7 未定 未定 なし
対象畜種 採卵鶏 食鶏 養豚 採卵鶏 食鶏 養豚 養豚 32.0

玄米５％ 籾５％　　 玄米5% 籾・玄米5％ 籾５％ 玄米5% (多収品種）
東海コープ事業連合 2,760.0 552.0 50.0 3,345.0 669.0 50.0 3,400.0 680.0 今後使用を
対象畜種  採卵鶏 養豚  採卵鶏 養豚  採卵鶏 養豚 検討する

籾5～50％ 　玄米３％ 籾5～50％ 　玄米３％
300.0 60.0 5.0 600.0 100.0 8.0 1,000.0 160.0 なし

対象畜種  採卵鶏 肉牛  採卵鶏 肉牛  採卵鶏 肉牛
籾12％ 籾４％ 籾12％ 籾４％

京都生協 590.0 120.0 1,125.0 260.0 1,500.0 300.0 12年前から
対象畜種  採卵鶏 肉牛  採卵鶏 肉牛  採卵鶏 肉牛 1,000

籾10% 籾10% 籾10% 籾10%

給餌形態と配合率

給餌形態と配合率

給餌形態と配合率

ﾊﾟﾙｼｽﾃﾑ事業連合

生活協同組合ｺｰﾌﾟしが

給餌形態と配合率

給餌形態と配合率

給餌形態と配合率

給餌形態と配合率

給餌形態と配合率

給餌形態と配合率

給餌形態と配合率

給餌形態と配合率

 ( 　　　)、玄米5～10％、玄米10％、玄米50％  ( 　　　)、玄米5～10％、玄米10％、玄米50％

２０１1年度実績 ２０１2年度計画 ２０１3年度見込み
（１2年収穫見込分）

籾10% 籾10% 籾10% 籾10%
ならコープ　 200.0 40.0 500.0 100.0 なし
対象畜種 採卵鶏 乳牛 採卵鶏 乳牛

籾6％ 籾6％
大阪いずみ市民生協 1,000.0 185.0 1,250.0 208.0 (推計) 未定 3年前から
対象畜種 鶏卵 肉牛 養豚 鶏卵 肉牛 養豚 採卵鶏・肉牛・養豚

玄米10% 玄米10% 玄米2% 玄米10% 玄米10% 玄米2%
コープこうべ 384.0 97.6 49.7 436.0 114.5 48.0 333.0 50.0 今後使用を
対象畜種 採卵鶏 食鶏 採卵鶏 食鶏 採卵鶏 食鶏 検討する

籾米10％ 籾米'7％ 籾米10％ 籾米'7％
おかやま コープ 1,056.0 197.0 1,722.0 320.0 未定 3年前から
対象畜種 養豚 採卵鶏 養豚・ 採卵鶏 養豚・ 採卵鶏 240

玄米10％ 玄米10％ 玄米10％ 玄米２０％ 本年計画412
鳥取県生協　　 170.0 30.0 25.0 200.0 40.0 30.0 210.0 40.0 １０年前から
対象畜種 採卵鶏 養豚、肉牛 採卵鶏 養豚、肉牛 採卵鶏 養豚、肉牛 100

　籾７％　　　玄米１０％  籾8% 玄米１０％
　生協しまね　　 407.7 64.0 680.2 106.8 680.2 106.8 なし
対象畜種 採卵鶏 採卵鶏 採卵鶏、

籾１2% 籾20% 籾20%
エフコープ 331.0 72.6 72.6 481.0 85.4 85.4 600.0 100.0 なし
対象畜種 採卵鶏 養豚 採卵鶏 養豚 採卵鶏、養豚

籾10％ 籾10％ 籾10％ 籾10％
3,720.0 678.0 不明 6,500.0 1,325.0 7,400.0 1,390.0 なし

対象畜種 採卵鶏 食鶏 採卵・食鶏 養豚 肉牛 採卵鶏・食鶏・養豚・肉牛
玄米15% 玄米5％ 15～20％ 10～20％ 10%
100.0 32.9 270.0 88.8 500.0 164.5 なし
食鶏 (推計) 食鶏 (推計) 食鶏 (推計)

玄米5% 玄米15%
合　計 18,317.7 3,357.6 1,917.0 27,235.0 4,516.2 2,214.3 22,905.1 4,248.0 1,650

うち　多収米比率（％） 45.4 33.5
平均ｈａ当収量(トン) 5.43 5.59
生協支援面積対前年伸び率（％） 215.2 150.5
飼料米全国作付面積 （ｈａ） 14,914.0 33,939.0
うち生協支援面積の占有率（％） 29.8 19.7
注　※１　コープネットの飼料米の量は農場段階での確保（契約）量ではなく、供給実績に応じた正味の活用量として算出。
　　　　　　食鶏も扱っているが、震災影響などで配合率が大きく変動したため2011年度は算入しない。
　　　※2　生活クラブ連合会の2011年度実績には、2010年産米より繰り越している1,368ｔ分が含まれている。

給餌形態と配合率

石井養鶏農業協同組合
(コープ自然派事業連合)

給餌形態と配合率

給餌形態と配合率

給餌形態と配合率

給餌形態と配合率
グリーンコープ事業連合

給餌形態と配合率

給餌形態と配合率

給餌形態と配合率

給餌形態と配合率

給餌形態と配合率
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